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近年 LCC (Low-Cost-Carrier) の参入によるアジア圏の航空市場の発展が顕著である．FSC (Full-Service-

Carrier) と LCC では遅延リスク等の移動時間の不確実性に違いが存在する．そのため，利用者の選択行動

は移動の目的に応じて変化すると考えられる．本研究では，複数の利用者属性と航空輸送の移動時間の不

確実性を考慮した航空市場分析モデルを提案する．また，LCC 国際線の国内地方空港への新規就航を想定

し，就航前後の空港利用者数・企業の利潤・社会的便益の変化等を数値計算によって評価することでモデ

ルの挙動を確認する．定式化においては，航空会社を FSC・LCC，利用者の移動目的をビジネス・観光に

区別する．前者は航空輸送の移動時間の平均・標準偏差を外生的に与えることで差別化する．後者は移動

目的に応じて異なる時間価値・移動時間信頼性価値を与えることで，マルチクラス均衡配分を行う． 
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1. はじめに 

 

アジア・太平洋地域における航空旅客数は近年，世界

最大である 1)．近年は新型コロナウイルス感染症の影響

が見られたものの，同地域の航空市場は今後も更なる成

長が見込まれる．その要因として，各国の経済成長に伴

う国民の平均所得の増加に加えて，LCC (Low-Cost-Car-

rier) の参入による航空運賃の低価格化が挙げられる． 

日本においても，平成 24年に LCCが就航して以降，

LCC旅客数は大幅に増加している．政府は，LCC を含む

国際線就航を通じた訪日外国人旅行客の増加や新たな需

要喚起などを目的に様々な施策に取り組んでいる． 

一方課題として，日本国内では羽田空港・成田空港な

どの主要空港の空港容量の逼迫・混雑が問題となってい

る．アジア地域の航空市場の拡大により，空港利用者は

さらに増加することが予想されており，空港機能強化な

どの対応策が進められている．また，訪日外国人旅行客

数の増加には地方部の空港に国際線を誘致することによ

る誘客促進が重要であり，地方空港の空港着陸料の低減

や，旅客の受入環境の強化といった取り組みがなされて

いる．以上のことから，日本は LCC や地方空港への国

際線誘致による旅客数の増加と，主要空港の混雑緩和の

2つの課題に同時に取り組む必要がある． 

本研究では，そのような状況を想定し，地方空港に新

たに国際線が参入する場合を考える．これにより利用者

は従来の主要空港を回避した，地方空港を経由する経路

が新たな選択肢として与えられ，空港の混雑状況に影響

を及ぼす．利用者の経路選択が変わることで各航空路

線・空港の利用者数が変化し，それに応じて航空会社と

空港事業者が取るべき戦略も変化すると考えられる． 

こうした複数のステークホルダーから構成される航空

市場を題材とした旅客配分モデルは，これまでに多くの

既存研究によって提案されてきた．その例として，芦谷 

2)では，国外航空会社・国内航空会社・高速鉄道 

(HSR) ・利用者からなる航空市場をモデル化し，各航空

会社が HSR とそれぞれ協力関係となった際の社会的便

益の差異について分析している．Tani et al. 3)では，北海道

の航空市場を対象とし，旅客，空港事業者，航空会社の

行動モデルを提案した上で，空港の一括民営化の導入が

航空市場に与える影響について分析している．しかし，
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上記の 2つの論文はあくまで空港混雑を考慮しないモデ

ルでの分析に留まっている． 

利用者や航空会社等の行動を記述する上で，空港の混

雑を考慮した既存研究も複数存在する．Takebayashi 4)で

は，滑走路容量の制約による空港の混雑と航空機サイズ

の影響を考慮した航空会社と利用者の行動を分析するモ

デルを用いて，複数空港システムに対する適切な空港経

営の在り方について議論している．この論文では，滑走

路の容量制約に基づく混雑を，ラグランジュ乗数を用い

て表現している．Takebayashi 5)では Takebayashi 4)のモデル

に新たに空港事業者の行動を考慮し，空港と HSR の協

力関係が市場にもたらす影響について分析しており，小

規模空港と HSR の連携が大規模空港の混雑を緩和し，

空港収益を増加させると結論付けている．また，Wan et 

al. 6)は，空港ターミナルの混雑と滑走路の混雑を区別し

た上で旅客の一般化コストをモデル化し，空港混雑の経

済的影響と適切なターミナル投資について検討している．

具体的には，空港ターミナルの混雑を出発手続きの前後

で発生する手続きの待ち行列コストとラウンジ内の滞留

時間コストで表現し，滑走路の混雑はフライトの遅延を

滑走路容量と同時間帯の総旅客の比を用いて表現するこ

とで，任意の時間帯に空港に到着する旅客の一般化コス

トを定義している．Kawakita et al. 7)は旅客の混雑に伴う航

空輸送と HSR の乗り継ぎ成否の不確実性を考慮した旅

客の均衡配分モデルを提案している． 

これらの既存研究は，いずれも航空会社は FSC (Full-

Service-Carrier) を仮定したモデルを提案しており，LCCの

存在を考慮していない．FSCとLCCでは航空機の機材繰

りによる遅延といった，移動時間の不確実性に違いが存

在する．加えて，FSCとLCCでは利用者の移動目的（ビ

ジネス・観光など）が異なっている．利用者属性によっ

て時間価値と移動時間の変動に関する価値（以降，移動

時間信頼性価値とする）は異なるため，FSCとLCCの選

択行動を記述するためには，こうした利用者の異質性を

考慮したモデルを検討する必要がある．Kawakita et al. 7)で

は，旅客の乗り継ぎの成否の不確実性を考慮したモデル

を提案しているが，移動時間そのものの不確実性及び混

雑関数は明示的に表現していない．Wan et al. 6)ではビジ

ネス客，観光客の時間コストを両者の時間価値の違いに

より差別化したモデルを提案している，また LCC に関

する研究についてもSu et al. 9)，Kuljanin et al. 10)，Inoue et al. 

11)などを例に複数存在するが，上記事項を旅客配分モデ

ルとして定式化し分析している研究は著者らの知る限り

存在しない． 

そこで本研究では，利用者属性の異質性と航空輸送の

移動時間の不確実性を考慮した航空市場分析モデルを提

案する．LCC国際線が国内地方空港に参入する状況を想

定し，国内主要空港の混雑緩和に与える影響について，

利用者の行動及び航空会社・空港事業者の収益性の観点

から分析する． 

具体的な手法として，航空輸送に関して，FSC，LCC

の移動時間の平均・標準偏差をそれぞれ外生的に与える

ことで，各航空会社における不確実性を表現する．利用

者の移動目的はビジネス・観光の 2つに大別する．それ

ぞれの移動目的を有する利用者に対して異なる時間価

値・移動時間信頼性価値を与えることで，利用者属性の

異質性を考慮した効用関数を提案する．続いて，定義し

た効用関数を用いてマルチクラス型の利用者配分モデル

を定式化し，当配分に基づき LCC の存在を考慮した航

空市場分析モデルを開発する． 

本稿の構成を以下に示す．第 1章では，本研究の背景

とモデルの概要を述べた．第 2章では，本研究における

分析対象となるネットワークモデルの概要とその仮定を

示す．第 3章では，モデルの定式化を示す．第 4章では，

第 2章で示したテストネットワークを用いた数値計算例

を示す．第 5章では，本研究をまとめ，今後に研究にお

いて改善が必要と見込まれる点や展望について示す． 

 

 

2. モデルの仮定 

 

本研究で用いるモデル (図-1) と，モデル化における仮定

を以下に示す． 

 

 航空市場を国外市場 (Zone1) と国内市場 (Zone2) に分

け，それぞれにCentral Business District (CBD) を 1ヵ所

ずつ設定する．CBD1，CBD2 はそれぞれ Zone1，

Zone2 の中心市街地を表す．利用者は CBD1-CBD2

間を移動し，そこでの需要（OD 交通量）は一定で

ある． 

 Zone2 には国内主要空港（空港 B）と国内地方空港

（空港C）の2つの空港が存在する．利用者は両空 

 

図-1 航空市場のネットワークモデル 

空港A 
国外市場 

Zone1 

(CBD1) 

空港B 

Zone2 

国内市場 

空港C 

(CBD2) 

w1 

w2 

FSC (Full Service  Carrier)  

LCC (Low Cost  Carrier)  

アクセス（鉄道，バス等） 
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港とCBD2を結ぶ鉄道・バス等の航空以外のアクセ

ス交通を利用できる．また，空港CからCBD2より

も空港BからCBD2までのアクセス時間の方が短い

（地方空港より主要空港の方が CBD に近い）と仮

定する． 

 アクセス交通のサービス性（運賃，所要時間，運

行頻度）は与件であるとする． 

 CBD 間を空港 C 経由で移動する利用者には，航空

とアクセス交通の乗り継ぎにおいて，航空運賃に

一定の運賃割引が適用される．運賃割引は，空港

Cがアクセス交通の事業者に補助金を支援すること

で実現されるものとする． 

 空港A-B間はFSCとLCCの2つの航空路線があり，

それぞれ別の航空会社がサービスを提供する．両

社は常に競争関係にあると仮定する．また，これ

らの2つの航空路線は，それぞれ別々の経路として

扱うものとする． 

 空港 A-C 間は LCC のみが就航し，空港 A-B 間の

LCCと同一の航空会社がサービスを提供する． 

 簡単のため，各航空路線の名称は以下のように表

記して議論する． 

① 空港A-B間のFSC国際線：「M-FSC」 

② 空港A-B間のLCC国際線：「M-LCC」 

③ 空港A-C間のLCC国際線：「L-LCC」 

 L-LCCが未就航の場合と，L-LCCが就航する場合の

2つのケースを想定し，両ケースにおいて空港ごと

の利用者数及び航空会社・空港事業者の収益の変

化について分析する． 

 

 

3. モデルの定式化 

 

(1) 記号 

 本稿で用いる記号を以下に示す． 

Ω ODペアの集合 

𝑁 航空会社の集合 

𝑊 アクセス交通の集合 

𝐻 空港の集合 

𝑧 利用者の属性 

(∀𝑧 ∈ {𝑏: 𝑏𝑢𝑠𝑖𝑛𝑒𝑠𝑠, 𝑠: 𝑠𝑖𝑔ℎ𝑡𝑠𝑒𝑒𝑖𝑛𝑔}) 

𝜋𝑛  航空会社𝑛 ∈ 𝑁の利潤 

𝜋ℎ 空港ℎ ∈ 𝐻の利潤 

𝐿𝑛 航空会社𝑛 ∈ 𝑁が提供するリンクの集合 

𝐿−𝑛 航空会社𝑛 ∈ 𝑁以外の航空会社（競合他社）

が提供するリンクの集合 

𝐾𝑟𝑠 ODペア𝑟𝑠の経路の集合 

𝑋𝑧
𝑟𝑠 ODペア𝑟𝑠，属性𝑧（∀𝑧 ∈ {𝑏, 𝑠}）利用者の交

通需要 

𝑥𝑘,𝑧
𝑟𝑠  OD ペア𝑟𝑠の経路𝑘における属性𝑧（∀𝑧 ∈

{𝑏, 𝑠}）利用者の交通量 

𝑢𝑘,𝑧
𝑟𝑠  OD ペア𝑟𝑠の経路𝑘における属性𝑧（∀𝑧 ∈

{𝑏, 𝑠}）利用者の効用 

𝑦𝑙𝑛  リンク𝑙𝑛 ∈ 𝐿𝑛における交通量 

𝑓𝑙𝑛  リンク𝑙𝑛 ∈ 𝐿𝑛における運行頻度 

𝑝𝑙𝑛  リンク𝑙𝑛 ∈ 𝐿𝑛における運賃 

𝑣𝑙𝑛  リンク𝑙𝑛 ∈ 𝐿𝑛における航空機サイズ（座席

数） 

𝛼𝑖,𝑧 ,𝛼𝑘,𝑧
𝑟𝑠  効用関数におけるパラメータ 

𝑝𝑘
𝑟𝑠 ODペア𝑟𝑠の経路𝑘における航空運賃 

𝑝𝑤
𝑟𝑠 ODペア𝑟𝑠におけるCBDと空港との接続にか

かる費用 

𝛿𝑙𝑛
𝑟𝑠,𝑘

 ODペア𝑟𝑠の経路𝑘がリンク𝑙𝑛を通るとき 1，

そうでないとき 0をとる変数 

𝛿𝑤
𝑟𝑠,𝑘

 交通アクセス𝑤 ∈ 𝑊が OD ペア𝑟𝑠の経路𝑘を

通るとき 1，そうでないとき 0をとる変数 

𝑤𝑘
𝑟𝑠 ODペア𝑟𝑠の経路𝑘におけるCBD2との接続に

かかる一般化費用 

𝐶𝑙𝑛
𝑂𝑃 リンク𝑙𝑛 ∈ 𝐿𝑛における総オペレーションコ

スト 

𝐶𝑙𝑛
𝐵𝑎𝑠𝑒  リンク𝑙𝑛 ∈ 𝐿𝑛における空港着陸料以外のオ

ペレーションコスト 

𝑡𝑘
𝑟𝑠 OD ペア𝑟𝑠の経路𝑘における航空路線の所要

時間 

𝑡𝑤
𝑟𝑠 OD ペア𝑟𝑠における CBD2 と国内空港との接

続所要時間 

𝜃 確率的利用者均衡モデルの分散パラメータ 

𝐟𝐿
𝑛
 リンク集合𝐿𝑛に設定する運行頻度ベクトル 

𝐟𝐿
−𝑛

 航空会社𝑛 ∈ 𝑁以外の航空会社よって提供さ

れる，最適戦略時の運行頻度ベクトル 

𝐟𝐥𝑛 航空会社𝑛 ∈ 𝑁がリンク𝑙𝑛 ∈ 𝐿𝑛に提供する最

適な運行頻度ベクトル 

𝜌 地方空港国際線とアクセス交通の乗り継ぎ

利用者に適用される運賃割引率 

𝛽𝑧 移動目的が𝑧の利用者の航空輸送の移動時間

に対する時間価値 

𝛾𝑧 移動目的が𝑧の利用者の航空輸送の移動時間

の不確実性に対する移動時間信頼性価値 

𝛿𝐴𝑐𝑐𝑒𝑠𝑠
(1,2)

 利用者が OD ペア(1,2)において L-LCC とア

クセス交通の乗り継ぎを利用するとき 1，そ

うでないとき 0を取る変数 

𝑞ℎ 空港ℎ ∈ 𝐻が航空路線に課す空港着陸料 

𝑞̃−ℎ 空港ℎ ∈ 𝐻以外の空港が航空会社に課す最適

戦略時の空港着陸料 

𝛿ℎ
𝑙𝑛 リンク𝑙𝑛 ∈ 𝐿𝑛の航空路線が空港ℎ ∈ 𝐻に着陸

するとき 1，そうでないとき 0をとる変数 

𝐹ℎ
𝑛 航空会社𝑛 ∈ 𝑁の空港ℎ ∈ 𝐻における滑走路
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容量 

𝑢𝑟𝑠
𝑧  ODペア𝑟𝑠，属性𝑧（∀𝑧 ∈ {𝑏, 𝑠}）利用者の最

大効用 

𝐱 経路交通量ベクトル 

𝐱∗ 利用者均衡状態時の経路交通量ベクトル 

𝚿 実行可能領域における経路交通量ベクトル 

 

(2) 航空会社の行動 

 各航空会社は利潤を最大化するように行動する．各航

空会社の利潤を以下のように定義する． 

𝜋𝑛(𝐟𝐿
𝑛
, 𝐟𝐿

−𝑛
)

= ∑ ∑ ∑ 𝑝𝑙𝑛 ∙ 𝑥̂𝑘,𝑧
𝑟𝑠 ∙ 𝛿𝑙𝑛

𝑟𝑠,𝑘 − ∑ 𝐶𝑙𝑛
𝑂𝑃 ∙ 𝑓𝑙𝑛

𝑙𝑛∈𝐿𝑛𝑙𝑛∈𝐿𝑛𝑘∈𝐾𝑟𝑠𝑟𝑠∈Ω

(1) 

where 𝐟𝐿
𝑛
= {𝑓𝑙𝑛  ∀𝑙

𝑛 ∈ 𝐿𝑛 , ∀𝑛 ∈ 𝑁 } 

𝑥̂𝑘,𝑧
𝑟𝑠は航空会社𝑛の行動に対する最適な経路交通量を表

し，利用者の行動に関する変分不等式問題の解して得ら

れるものである．航空会社は他社の運航頻度を所与とし

て，自社の運行頻度を制御することで企業の利潤最大化

を目的として行動する． 

航空会社𝑛の利潤最大化問題は式(2) - (4) のように表さ

れる． 

max
𝐟𝐿
𝑛
𝜋𝑛 (𝐟𝐿

𝑛
, 𝐟𝐿

−𝑛
)

= ∑ ∑ ∑ 𝑝𝑙𝑛 ∙ 𝑥̂𝑘,𝑧
𝑟𝑠 ∙ 𝛿𝑙𝑛

𝑟𝑠,𝑘 − ∑ 𝐶𝑙𝑛
𝑂𝑃 ∙ 𝑓𝑙𝑛

𝑙𝑛∈𝐿𝑛𝑙𝑛∈𝐿𝑛𝑘∈𝐾𝑟𝑠𝑟𝑠∈Ω

(2)
 

subject to 

∑ 𝑓𝑙𝑛

𝑙𝑛∈𝐿𝑛

∙ 𝛿ℎ
𝑙𝑛 ≤ 𝐹ℎ

𝑛 , for ∀𝑙𝑛 ∈ 𝐿𝑛 (3) 

𝐟𝐿
𝑛
> 0 (4) 

where 𝐟𝐿
𝑛
= {𝑓𝑙𝑛  ∀𝑙

𝑛 ∈ 𝐿𝑛 , ∀𝑛 ∈ 𝑁 } 

式(2)の右辺第 1項は運輸収入，右辺第 2項はオペレーシ

ョンコストを表す．なお，オペレーションコスト𝐶𝑙𝑛
𝑂𝑃は

空港着陸料を考慮して式(5)のように表される． 

𝐶𝑙𝑛
𝑂𝑃 = 𝐶𝑙𝑛

𝐵𝑎𝑠𝑒 +∑ 𝑞ℎ ∙ 𝑣𝑙𝑛 ∙ 𝛿ℎ
𝑙𝑛

ℎ∈𝐻

  ∀𝑙𝑛 ∈ 𝐿𝑛, ∀𝑛 ∈ 𝑁 (5) 

式(5)の右辺第 1項は空港着陸料以外で発生するオペレー

ションコストであり，その値は一定とする．右辺第 2項

は空港着陸料によるオペレーションコストである．また，

式(3)は航空会社𝑛の滑走路容量制約である．式(4)は運航

頻度ベクトル𝐟𝐿
𝑛
の非負制約であり，航空会社はリンク

からの撤退は行わないと仮定する． 

 

(3) 空港事業者の行動 

 空港事業者の目的は様々であるが，本研究では民間企

業のように空港の利潤最大化を目的として行動すると仮

定して定式化を行う． 

a)  国内主要空港・国外空港の利潤関数 

国内主要空港及び国外空港では空港着陸料をコントロ

ールすることで利潤最大化を行う．国内主要空港・国外

空港の利潤最大化問題は式(6)，(7)のように表される． 

max𝜋ℎ(𝑞ℎ, 𝑞̃−ℎ) = 𝑞ℎ ∙ ∑ ∑ 𝑓𝑙𝑛 ∙ 𝑣𝑙𝑛 ∙ 𝛿ℎ
𝑙𝑛

𝑙𝑛∈𝐿𝑛𝑛∈𝑁

 ∀ℎ ∈ 𝐻(6) 

subject to 

𝐟𝐥𝑛 = 𝑎𝑟𝑔{𝑚𝑎𝑥 𝜋𝑛 (𝐟𝐿
𝑛
, 𝐟𝐿

−𝑛
) subject to (3) and (4)} 

 for ∀𝑙𝑛 ∈ 𝐿𝑛 , ∀𝑛 ∈ 𝑁 (7) 

制約条件(7)は航空会社𝑛の利潤最大化問題の解として最

適な運行頻度が得られていることを意味する． 

 

b)  国内地方空港の利潤関数 

国内地方空港では，L-LCCが未就航の際は，モデル上

空港 Cを発着する航空路線が存在しないため，収益を 0

として，就航時との収益の差異を比較する．国内地方空

港では空港着陸料による収入に加えて，L-LCC +アクセ

ス交通乗り継ぎ利用者の運賃割引の実施に必要な費用を，

アクセス交通への補助金として負担すると仮定する．以

上より，国内地方空港の利潤最大化問題は式(8),(9)のよ

うに表される． 

max𝜋ℎ(𝑞ℎ, 𝑞̃−ℎ) = 𝑞ℎ ∙ ∑ ∑ 𝑓𝑙𝑛 ∙ 𝑣𝑙𝑛 ∙ 𝛿ℎ
𝑙𝑛

𝑙𝑛∈𝐿𝑛𝑛∈𝑁

−𝜌 ∙ ∑ ∑ 𝑥𝑘,𝑧
𝑟𝑠 ∙ 𝛿𝐴𝑐𝑐𝑒𝑠𝑠

(1,2)

𝑟𝑠∈Ω𝑘∈𝐾𝑟𝑠

 ∀ℎ ∈ 𝐻 (8)
 

subject to 

𝐟𝐥𝑛 = 𝑎𝑟𝑔{𝑚𝑎𝑥 𝜋𝑛 (𝐟𝐿
𝑛
, 𝐟𝐿

−𝑛
) subject to (3) 𝑎𝑛𝑑 (4)} 

 for ∀𝑙𝑛 ∈ 𝐿𝑛 , ∀𝑛 ∈ 𝑁 (9) 

 

(4) 利用者の行動 

a) 利用者の効用関数 

 OD ペア𝑟𝑠，ルート𝑘における利用者の効用関数は式

(10)のように表される． 

𝑢𝑘,𝑧
𝑟𝑠 (𝑥𝑘,𝑧

𝑟𝑠 ) = 𝛼1,𝑧 ∙ (𝑡𝑘
𝑟𝑠̅̅ ̅̅ + ∑ 𝛿𝑤

𝑟𝑠,𝑘 ∙ 𝑡𝑤
𝑟𝑠

𝑤∈𝑊

) + α2,z ∙ 𝜎𝑟𝑠,𝑘

+α3,z ∙ (𝑝𝑘
𝑟𝑠 + ∑ 𝛿𝑤

𝑟𝑠,𝑘 ∙ 𝑝𝑤
𝑟𝑠

𝑤∈𝑊

− 𝜌 ∙ 𝛿𝐴𝑐𝑐𝑒𝑠𝑠
(1,2) )

+𝛼4,𝑧 ∙ dk
rs(𝑥𝑘,𝑏

𝑟𝑠 , 𝑥𝑘,𝑠
𝑟𝑠 ) + ∑

𝛼5,𝑧
𝑓𝑙𝑛

𝑙𝑛∈𝐿𝑛

∙ 𝛿𝑙𝑛
𝑟𝑠,𝑘 + 𝛼𝑘,𝑧

𝑟𝑠

 ∀𝑙𝑛 ∈ 𝐿𝑛, ∀𝑛 ∈ 𝑁, ∀𝑘 ∈ 𝐾𝑟𝑠,
∀𝑟𝑠 ∈ Ω, ∀𝑤 ∈ 𝑊,∀𝑧 ∈ {𝑏, 𝑠} (10)

 

右辺第 1項，第 2項は移動時間に基づく項であり，後ほ

ど説明する．右辺第 3項は運賃に関する項である．各経

路のうち，L-LCC＋アクセス交通の乗り継ぎのルートを

利用する際は運賃割引が適用されることを反映している．

右辺第 4項は空港の混雑による利用者の不効用を表す項

である．Takebayashi 4)では，容量制約に基づく混雑を，

ラグランジュ乗数を用いて表現している．この場合，空

港容量に達しない限りは待ち時間が 0と計算されるが，

一般的に容量が逼迫するほど航空輸送の移動時間の不確
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実性が増加し，利用者の不効用は交通量に比例して漸次

大きくなると考えられる．したがって本研究では空港内

の混雑による待ちが非線形近似されるものと仮定して，

容量制約に基づく混雑コストを表現する．混雑コスト関

数dk
rs(𝑥𝑘,𝑏

𝑟𝑠 , 𝑥𝑘,𝑠
𝑟𝑠 )は以下のように表される． 

dk
rs(𝑥𝑘,𝑏

𝑟𝑠 , 𝑥𝑘,𝑠
𝑟𝑠 ) = (

𝑥𝑘,𝑏
𝑟𝑠 + 𝑥𝑘,𝑠

𝑟𝑠

𝑣𝑙𝑛 ∙ 𝑓𝑙𝑛
)

𝑚

∀𝑘 ∈ 𝐾𝑟𝑠, ∀𝑟𝑠 ∈ Ω (11) 

𝑚は混雑コスト関数dk
rs(𝑥𝑘,𝑏

𝑟𝑠 , 𝑥𝑘,𝑠
𝑟𝑠 )のパラメータである．

また，式(10)の右辺第 5 項は運行本数から得られる平均

待ち時間 (Takebayashi 4)) であり，ダイヤ遅れの影響を考

慮したものである． 

さて，航空による移動時間𝑡𝑘
𝑟𝑠について，LCC と FSC

では航空機の機材繰りによる遅延といった，移動時間の

不確実性に違いが存在すること，利用者の移動目的（ビ

ジネス・観光）によって時間価値・移動時間信頼性価値

に違いがあることを表現するため，式(12)のように移動

時間信頼性の概念を導入している． 

𝑡𝑘
𝑟𝑠 = 𝛼1,𝑧 ∙ 𝑡𝑘

𝑟𝑠̅̅ ̅̅ + α2,z ⋅ 𝜎𝑟𝑠,𝑘   (12) 

𝑡𝑘̅
𝑟𝑠は𝑡𝑘

𝑟𝑠の平均，𝜎𝑟𝑠,𝑘は𝑡𝑘
𝑟𝑠の標準偏差であり，正規分布

に従うものとする．ここで，式(10)，(12)より，時間価値

𝛽𝑧と移動時間信頼性価値𝛾𝑧を式(13)で定義する． 

{
 

 𝛽𝑧 =
𝛼1,𝑧
α3,z

𝛾𝑧 =
𝛼2,𝑧
α3,z

(13) 

ここで，ビジネス利用者の方が運賃より移動時間を重視

し，フライトの遅延・欠航等のリスクに敏感な傾向にあ

ると仮定する．したがって，利用者属性𝑧 ∈ {𝑏, 𝑠}の

（時間価値，移動時間信頼性価値）をそれぞれ (𝛽𝐵 , 𝛾𝐵)，

(𝛽𝑆, 𝛾𝑆) とすれば，以下のような関係が成立する． 

{
𝛽𝐵 > 𝛽𝑆
𝛾𝐵 > 𝛾𝑆

(14) 

 

b) 確率的利用者均衡配分 

Takebayashi 4)の The bi-level modelにおいては，シングル

クラスにおける利用者の行動を確率的利用者均衡配分モ

デルとして定式化し，等価な最適化問題に置き換えてい

る．しかし本研究では，異なる利用者属性（ビジネス・

観光）を考慮することによる，マルチクラスの利用者の

行動を考えている．そのため，利用者のリンクコスト関

数から計算される Hesse 行列は非対称となり，確率的利

用者均衡配分を最適化問題として定式化することはでき

ない．そこで，均衡条件を経路交通量に関する変分不等

式問題として定式化する．ロジット型の確率的利用者均

衡配分の均衡条件は以下の式(15) - (18)のように表される． 

{
 
 

 
 𝑥𝑘,𝑧

𝑟𝑠 ∙ {−𝑢𝑘,𝑧
𝑟𝑠 (𝑥𝑘,𝑧

𝑟𝑠 ) +
1

𝜃
ln (

𝑥𝑘,𝑧
𝑟𝑠

𝑋𝑧
𝑟𝑠
) + 𝑢𝑟𝑠

𝑧 } = 0 (15)

−𝑢𝑘,𝑧
𝑟𝑠 (𝑥𝑘,𝑧

𝑟𝑠 ) +
1

𝜃
ln (

𝑥𝑘,𝑧
𝑟𝑠

𝑋𝑧
𝑟𝑠
) + 𝑢𝑟𝑠

𝑧 ≥ 0, 𝑥𝑘,𝑧
𝑟𝑠 ≥ 0 (16)

 

{
 
 

 
 −𝑢𝑟𝑠

𝑧 ∙ { ∑ 𝑥𝑘,𝑧
𝑟𝑠

𝑘∈𝐾𝑟𝑠

− 𝑋𝑧
𝑟𝑠} = 0 (17)

∑ 𝑥𝑘,𝑧
𝑟𝑠

𝑘∈𝐾𝑟𝑠

− 𝑋𝑧
𝑟𝑠 ≥ 0 (18)

 

 ∀𝑟𝑠 ∈ Ω，∀𝑘 ∈ 𝐾𝑟𝑠，∀𝑧 ∈ {𝑏, 𝑠} 

ここで，𝑢𝑟𝑠
𝑧 は ODペア𝑟𝑠，利用者属性𝑧の利用者の最大

効用を表す． 

均衡条件を経路交通量のみを変数とした変分不等式問

題として以下の式(19)のように定義する． 

Find 𝐱∗ ∈ 𝚿 

𝑠. 𝑡．∑ ∑ ∑[
1

𝜃
ln (

𝑥𝑘,𝑧
𝑟𝑠 ∗

𝑋𝑧
𝑟𝑠
) − 𝑢𝑘,𝑧

𝑟𝑠 (𝑥𝑘,𝑧
𝑟𝑠 ∗)]

𝑧𝑘∈𝐾𝑟𝑠𝑟𝑠∈Ω

⋅ (𝑥𝑘,𝑧
𝑟𝑠 − 𝑥𝑘,𝑧

𝑟𝑠 ∗) ≤ 0 

∀𝐱, 𝐱∗  ∈ 𝚿 (19) 

where 

𝐱 = {𝑥𝑘,𝑧
𝑟𝑠   ∀𝑘 ∈ 𝐾𝑟𝑠, ∀𝑟𝑠 ∈ Ω, ∀𝑧 ∈ {𝑏, 𝑠}} 

𝚿 = {𝐱|𝑋𝑧
𝑟𝑠 = ∑ 𝑥𝑘,𝑧

𝑟𝑠

𝑘𝜖𝐾𝑟𝑠

 ∀𝑟𝑠 ∈ Ω, ∀𝑧 ∈ {𝑏, 𝑠}, 𝑥𝑘,𝑧
𝑟𝑠

≥ 0 ∀𝑟𝑠 ∈ Ω, ∀𝑘 ∈ 𝐾𝑟𝑠, ∀𝑧 ∈ {𝑏, 𝑠}} 

 

(5) 余剰の変化，社会的便益の定式化 

 L-LCCの就航前後での消費者・生産者余剰の変化及び

社会的便益の定式化を行う．ここで，L-LCC就航前・就

航後をそれぞれ”Case1”，”Case2”と呼ぶことにする． 

 まず消費者余剰の変化はビジネス利用者・観光利用者

の消費者余剰の変化を合計することによって導出される．

消費者余剰∆𝑈𝑐は以下の式 (20) で表される． 

∆𝑈𝑐 =∑−
𝑋𝑏
𝑟𝑠

𝜃 ∙ α3,z
∙ {𝑙𝑛 ∑ 𝑒𝑥𝑝(𝜃 ∙ 𝑢𝑘,𝑧

𝑟𝑠,𝐶𝑎𝑠𝑒2)

𝑘∈𝐾𝑟𝑠𝑧

 

−𝑙𝑛 ∑ 𝑒𝑥𝑝(𝜃 ∙ 𝑢𝑘,𝑧
𝑟𝑠,𝐶𝑎𝑠𝑒1)

𝑘∈𝐾𝑟𝑠

} (20) 

ここで，𝑢𝑘,𝑧
𝑟𝑠，𝐶𝑎𝑠𝑒1

，𝑢𝑘,𝑧
𝑟𝑠，𝐶𝑎𝑠𝑒2

はそれぞれ Case1，Case2

における，OD ペア𝑟𝑠，利用者属性𝑧の利用者の最大効

用を表す． 

 次に生産者余剰の変化は，L-LCCの就航前後における

航空会社の利潤の変化と空港事業者の利潤の変化の合計
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値として求められる．生産者余剰の変化∆𝑈𝑝は以下の式 

(21) で表される． 

∆𝑈𝑝 = ∑(𝜋𝑛,𝐶𝑎𝑠𝑒2 − 𝜋𝑛,𝐶𝑎𝑠𝑒1)

𝑛∈𝑁
 

+∑(𝜋ℎ,𝐶𝑎𝑠𝑒2 − 𝜋ℎ,𝐶𝑎𝑠𝑒1)

ℎ∈𝐻

(21)
 

ここで，𝜋𝑛,𝐶𝑎𝑠𝑒1，𝜋𝑛,𝐶𝑎𝑠𝑒2はそれぞれCase1，Case2にお

ける航空会社𝑛 ∈ 𝑁の利潤，𝜋ℎ,𝐶𝑎𝑠𝑒1，𝜋ℎ,𝐶𝑎𝑠𝑒2も同様に

それぞれ空港ℎ ∈ 𝐻の利潤を表す． 

 以上より，社会的便益∆𝑈は以下の式 (22) で表される． 

∆𝑈＝∆𝑈𝑐 + ∆𝑈𝑝 (22) 

 

 

4. 数値計算 

 

(1) 計算条件の設定 

 図-1で示したネットワークを用いて数値計算を行い，

L-LCCの就航前後における計算結果を比較し，モデルの

挙動を確認する．数値計算を行うにあたり，新たに設定

する仮定を以下に示す． 

 

1) 利用者の移動は国外→国内の方向に限定する． 

2) 空港着陸料は外生的に与えられ，数値計算の過程

で値は変化しない． 

3) モデル上の利用者は，航空会社やアクセス交通が

提供しない代替経路を選択することができる． 

 

1) により，各経路における航空会社のオペレーションコ

ストは一意に定まる．このとき，国外空港に該当する空

港Aの利潤及び利用者数は常に 0となる．2) は，空港事

業者の行動を固定することを表し，空港着陸料が政策的

に決められると仮定する．3) は利用者が自身の効用に応

じて，ネットワーク外の交通手段を利用する，あるいは

旅行を取りやめることが選択肢として与えられているこ 

 

 

図-2 数値計算の対象ネットワーク 

 

表-1 対象ネットワークの経路情報 

Case1 Case2 経路 通過リンク 

○ ○ 1 L1，L4 

○ ○ 2 L2，L4 

 ○ 3 L3，L5 

とを表す．図-1を基に作成した数値計算の適用対象ネッ

トワークは以下の図-2 の通りである．また，Case1，

Case2 でそれぞれ利用可能な経路とその通過リンクを以

下の表-1 に示す．ネットワークは 4ノード，5リンクで

構成され，ノード 1からノード 4までの 1つの ODペア

を考える．各ノードは，ノード 1：空港A (CBD1) ，ノー

ド 2：空港 B，ノード 3：空港 C，ノード 4：CBD2を表

し，各リンクは，L1：M-FSC，L2：M-LCC，L3：L-LCC，

L4：アクセス交通 1，L5：アクセス交通 2を表す．ネッ

トワーク全体のOD需要は 4000 [人] (ビジネス：2000 [人] ，

観光：2000 [人] ) で一定とする．図中のリンクパラメー

タは [所要時間 [min] ，運賃 [USD] ] を表す．航空輸送の

移動時間の標準偏差の値は，L1 で 30 [min] ，L2，L3 で

120 [min]とする．その他の航空路線の定数値を以下の表-

2に示す．空港着陸料は空港BではM-FSC：15 [USD] ，

M-LCC：8 [USD] ，空港CではL-LCC：4 [USD] する．ま

た，各利用者属性の効用関数のパラメータは，以下の表

-3の通りに設定する．このとき，時間価値𝛽𝑧，移動時間

信頼性価値𝛾𝑧の値は式 (14) を満たす．混雑コストのパラ

メータ𝑚を4，SUEの分散パラメータ𝜃を1とする．仮定

3) で設定した代替経路の効用（ダミー効用）は-10 とす

る．L-LCC+アクセス交通の乗り継ぎ利用者に適用され

る運賃割引率𝜌は 0とする． 

 

(2) 計算結果 

a) 空港利用者数，航空路線別利用者数 

 Case1→Case2 における空港利用者数の変化率を表-4 示

す．比較のため，利用者が (A) マルチクラスの場合の計

算結果に加えて，シングルクラスの場合の結果を(B) シ

ングルクラス（ビジネス），(C) シングルクラス（観光）

に示す．まず表-4 (A) の結果に着目すると，国外空港の

利用者数の変化率は合計で+1.94 [%] となった．これはL- 

LCCの新規就航により均衡状態における利用者の効用が 

 

表-2 各航空路線の諸データ 

 M-FSC M-LCC L-LCC 

航空機座席数 264 180 180 

オペレーションコスト 

固定費 [USD] 
14000 7000 7000 

本数制約 [本/日] 10 8 5 

初期運航頻度 [本/日] 4 2 1 

 

表-3 効用関数のパラメータ 

利用者 

属性 
𝛼1,𝑧 𝛼2,𝑧 𝛼3,𝑧 𝛼4,𝑧 𝛼5,𝑧 𝛼𝑘,𝑧 

ビジネス 
(𝑧 = 𝑏) 

-0.012 -0.018 -0.004 -0.5 -3 -2 

観光 
(𝑧 = 𝑠) 

-0.008 -0.012 -0.008 -0.5 -3 -2 

1 2 

3 

4 

L1 [180, 480] 

L2 [180, 100] 

L3 [180, 70] 

L4 [40, 5] 

L5 [120, 11] 
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改善し，結果的にネットワーク全体の利用率が上昇した

ことを表す．国内主要空港の利用者数に着目すると，ビ

ジネス利用者の利用者数の変化率が-4.92[%]に対し，観

光利用者は-18.18[%]と両者で 3 倍以上の差が開いた．こ

れは時間価値・移動時間信頼性価値が相対的に小さい観

光利用者が，運賃の安いL-LCCを好む傾向にあり，結果

的により多くの利用者が国内地方空港の利用にシフトし

たと考えられる．次に (A)の合計・(B)・(C)の結果同士を

比較すると，変化率の大小関係は両空港とも (B) < (A) < 

(C)となり，その値にギャップが存在する．これは利用

者属性を十分に考慮しないと空港利用者数の推定を過小

評価あるいは過大評価してしまうリスクがあることを示

唆している．マルチクラスで分析を行うことは，こうし

た政策立案のミスリードを防ぐという点において一定の

有用性があると考えられる． 

 Case1→Case2 における航空路線別の利用者数の変化率

を整理した結果を表-5に示す．なお，比較のため移動時

間不確実性を考慮しない (𝜎𝑟𝑠,𝑘 = 0) 場合でも数値計算を

実施した．表-5 (A) の結果に着目すると，M-FSC，M-

LCCの両者とも総じて利用者数が減少しており，観光利

用者の方がより多くの割合でL-LCCにシフトしている．

M-LCC より M-FSC の方が利用者数の減少率が大きいの

は，M-LCC の混雑を嫌って M-FSC を選択していた層の

多くが LCC にシフトしたためであると考えられる．ま

た，M-LCC を選択するビジネス利用者の割合のみ増加

している．これは当初 M-LCC を選択していたビジネス

利用者と観光利用者がより安価なL-LCCにシフトしたこ

とで混雑コストが減少し，結果的に M-FSC を選択して

いたビジネス利用者のうち，相対的に運賃を重視する層 

 

表-4  Case1→Case2 における空港利用者数の変化率（ (A) マル

チクラス，(B) シングルクラス（ビジネス），(C) シング

ルクラス（観光）） 

空港名 

空港利用者数の変化率[%] 

(A) 
(B) (C) 

ビジネス 観光 合計 

国外空港 +1.3 +2.57 +1.94 +0.69 +5.45 

国内主要

空港 
-4.92 -18.18 -11.58 -4.83 -26.39 

 

表-5  Case1→Case2 における航空路線別利用者数の変化率（移

動時間不確実性を (A) 考慮する，(B) 考慮しない） 

 航空路線 
利用者数の変化率[%] 

ビジネス 観光 合計 

(A) 
M-FSC -10.89 -31.53 -16.53 

M-LCC +12.5 -13.06 -6.43 

(B) 
M-FSC -37.87 -59.88 -44.45 

M-LCC +15.75 -23.15 -9.56 

がM-LCCにシフトしたと考えられる．(A)，(B)の結果を

比較すると，不確実性を考慮する(A)の方が減少率が小

さくなっており，これは直感的に現実に即している．航

空路線別で比較すると M-FSC の変化率の値の方がより

ギャップが大きくなっている．これは移動時間への感度

が高い利用者層の行動を表現する上で不確実性の考慮が

重要になりうることを示唆している． 

 

b) 各種余剰の変化，社会的便益 

L-LCC 就航による各種余剰の変化，便益の結果を図-3

に示す．消費者余剰の変化は+194629 [USD]，生産者余剰

の変化は -56568 [USD]，社会的便益は 139861 [USD] とな

り，政策的に有意と言える．消費者余剰の変化が正とな

ったのは，L-LCC就航により OD間の航空路線の運航頻

度の合計が増加し，結果的にネットワーク全体の混雑が

緩和されたことが主な要因であると考えられる．実際，

運航頻度の合計は Case1 では 16.17 [本/日]  (M-FSC：8.17 

[本/日] ，M-LCC：8 [本/日] )，Case2では 17.96 [本/日]  (M-

FSC：7.48 [本/日] ，M-LCC：8 [本/日] ，L-LCC：2.48 [本/

日] )となり増加している．M-LCCの運航頻度はL-LCC就

航後も容量制約の上限値である 8 [本/日]  を維持しており，

空港のキャパシティによって運航頻度及び消費者余剰は

変化すると考えられる．また生産者余剰の変化の値の内

訳は，FSC航空会社の利潤の変化が-59957[USD]，LCC航

空会社の利潤の変化が+4342[USD]，国内主要空港の利潤

の変化が-2735[USD]，国内地方空港の利潤の変化が

+1782[USD]となった．負値となったのは，M-FSCの利用

者減少によるFSC航空会社の減収，空港着陸料がより安

価な国内地方空港に利用者が流れたことによる空港全体

の着陸料収入の減収の影響が大きいと考えられる． 

 

c) 国内地方空港の空港着陸料低減の効果 

 国内地方空港の空港着陸料𝑞𝐶を 4 [USD] から 0 [USD]ま

で 0.1 [USD] (2.5 [%] ) ずつ変化させ，それぞれについて数

値計算を行うことで，国内地方空港の空港着陸料低減の

効果について分析した．まず，着陸料低減時の国内空港 

 

 

図-3 各種余剰の変化，社会的便益 
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図-4 空港着陸料低減時の空港利用者数の変化率の推移 

 

 

図-5 空港着陸料低減時のL-LCCの運航頻度の推移 

 

の利用者数の変化率の推移を図-4に，L-LCCの運航頻度

の推移を図-5に示す． 

図-4より，着陸料低減率の上昇に応じて，国内主要空

港の利用者数は単調減少し，国内地方空港の利用者数は

単調増加することが示された．具体的には，国内主要空

港では 3284 [人] (𝑞𝐶 = 4)から 3207 [人] (𝑞𝐶 = 0)と最大

2.35 [%] の減少，国内主要空港では 502  [人] (𝑞𝐶 = 4)か

ら 590 [人] (𝑞𝐶 = 0)となり最大 17.5 [%]の増加となった．

また，図-5より，L-LCCの運航頻度も着陸料低減率の上

昇に応じて単調増加し，2.48 [本/日] (𝑞𝐶 = 4)から 2.94 [本

/日] (𝑞𝐶 = 0)と 0.46 [本/日] の増加となった．このとき図-

6に示すようにM-LCCの運航頻度は原則 8 [本/日] を維持

しており，M-FSCの運航頻度は 7.48 [本/日] (𝑞𝐶 = 4)から

7.36 [本/日] (𝑞𝐶 = 0)と 0.12 [本/日] に減少している．M-

FSCのグラフの挙動については後ほど言及する．国内地

方空港の空港着陸料の低減に伴い，L-LCCのオペレーシ

ョンコストが減少したことで LCC 航空会社は L-LCCを

増便させる行動を取ったと考えられる．L-LCCの運航頻

度が増加することで，そのサービス性が向上した．その

結果国内地方空港の利用者数は増加し，利用者が流出し

た国内主要空港では利用者数が減少したと考えられる． 

以上の考察から，図-4と図-5に示す結果は現実問題と

概ね合致していると言えるが，L-LCCの運航頻度の増加

幅は最大でも 0.46 [本/日] と，LCCの就航促進の観点では 

 

図-6 空港着陸料低減時のM-FSC，M-LCCの運航頻度の推移 

 

 

図-7 空港着陸料低減時の社会的便益の推移 

 

インパクトはそれほど大きくはならなかった．運航頻度

の増加は利用者の平均待ち時間と混雑コストのみに作用

し，運賃，移動時間には影響しない．移動時間と移動時

間不確実性の面でハンディキャップを持つL-LCCの利用

を促進するには，運航頻度の増加のみでは難しい可能性

がある．また，LCC航空会社としても上記理由により需

要拡大のポテンシャルが小さいことや，各便の着席率を

高めることでオペレーションコストを削減する傾向にあ

ることから，L-LCCを増便するインセンティブが小さい

と考えられる．なおモデルの構造上，LCC航空会社はL-

LCCの需要が増えても運賃を値上げすることができない

ため，適切な経営戦略を取れていない可能性がある点に

も注意されたい．加えて，今回の数値計算ではオペレー

ションコスト固定費𝐶𝑙𝑛
𝐵𝑎𝑠𝑒の値を外生的に設定しており，

航空会社のコスト構造の値が計算結果の精度に影響を与

える可能性がある． 

次に，着陸料低減時の社会的便益の推移を図-7に示す．

図-7より，地方空港の着陸料低減に応じて社会的便益が

増加したことが示された．L-LCCの運航頻度の増加によ

る消費者余剰の増加が，着陸料収入の減収とFSC航空会

社の減収による生産者余剰の減少を上回ったと考えられ

る．着陸料低減率が 12.5 [%]，35 [%]，65 [%]（以降この 3

点を特異点と記す）のとき，社会的便益が大幅に増加す

る挙動が確認された．これは消費者余剰の解の挙動によ
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るものであり，特異点における利用者の効用が極端に大

きく増加することが判明した．また，図-5に示すように，

特異点でのみ M-FSC の運航頻度が一時的に増加するこ

とが確認できた．L-LCCが一定の運航頻度に達した時，

競合する M-FSC が対抗してサービスレベルを引き上げ

る行動を取った可能性がある．あるいは，本分析では着

陸料の値を外生的に変化させることによりモデルの出力

値を分析したため，着陸料の微小な変化に対して数値誤

差の影響を大きく受けて計算結果にずれが生じた可能性

がある．なお，数値計算においては逐次平均法  (MSA) 

による配分計算を行っている．そのため，均衡解の精度

が高い他の解法を用いた分析をすることで，モデルの挙

動が変化する可能性がある. 

 

 

5. まとめ 

 

 本研究では，利用者属性の異質性と航空輸送の移動時

間の不確実性を考慮した航空市場分析モデルを提案した．

その上で，数値計算として LCC 国際線の地方空港への

就航が，ネットワークに与える影響について分析し，モ

デルの検証を行った． 

 モデルの構築においては，空港事業者，航空会社，利

用者の 3者を想定して定式化を行った．利用者の効用関

数については，ビジネス・観光利用者で異なるパラメー

タで定義することで差別化を行なった．移動時間の項に

ついては，航空輸送に関して移動時間信頼性の概念を導

入することで移動時間不確実性を考慮したモデルとし，

FSCとLCCの差別化を行なった．また，経路交通量を変

数とした混雑コスト関数を定義することで，空港混雑を

考慮した利用者均衡配分を変分不等式問題として定式化

した．数値計算では，LCC国際線が国内地方空港に就航

する・就航しない場合の 2ケースにおいて利用者の行動，

モデルの挙動を確認した． 

 本研究では航空路線の運賃は普通運賃として固定し，

航空会社は運行頻度を変数として利潤最大化をすると仮

定している．そのため，航空会社間の価格競争の表現が

できていない．より現実的なモデルにするためには，航

空会社の制御変数に運賃を追加した上で，上記に記すよ

うな運賃の不確実性を考慮したモデルにすることが必要

である．また，今回は OD需要（交通量）を一定として

数値計算を行っているが，本研究で議論している主要空

港の混雑・地方空港への誘客促進は，国外航空市場の拡

大による需要の増加を背景としたものである．そのため，

需要の増加の要因である，利用者の所得やネットワーク

内の消費者余剰の変化に応じて OD需要が変動するよう

なモデルであることが好ましい．具体的な手法としては，

例えば逆需要関数を用いることで，OD 需要を利用者効

用の関数にする手法などが考えられる．国内地方空港の

着陸料低減の効果についても，消費者余剰及び M-FSC

の運航頻度の結果に特徴的な挙動が見られたため，より

詳細な分析を実施する必要がある．具体策として，逐次

平均法以外の解法を使用した解析の実施や，空港着陸料

を摂動パラメータとした，勾配法を用いた感度分析の実

施などが挙げられる．Tobin et al. 12)，Yang et al. 13)では，非

線形交通量配分問題における感度分析の理論を提案して

いる．上記理論を導入した分析を行うことで，より高精

度な均衡解の算出とモデルの解析的な評価が可能となる． 
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AIRLINE MARKET ANALYSIS MODEL 

BASED ON A MULTI-CLASS EQUILIBRIUM PASSENGER ASSIGNMENT 

 

Kensuke KAGAMI，Ryuichi TANI and Kenetsu UCHIDA 

 
In recent years, there has been a remarkable development of the airline market in the Asian region due 

to the entry of Low-Cost-Carrier (LCC). FSC (Full-Service-Carrier) and LCC differ in terms of uncertainty 

of travel time such as delay risk. Therefore, it is considered that users' selection behavior changes depending 

on the purpose of travel. In this study, we propose an airline market analysis model that takes into account 

multiple user attributes and travel time uncertainty of air transportation. We also confirm the behavior of 

the model by numerically evaluating the changes in the number of airport users, corporate profits, and social 

benefits before and after the launch of new international. LCC flights to local airports in Japan. In the 

formulation, we distinguish between FSC and LCC as airlines, and business and sightseeing as users' pur-

poses of travel. The former is differentiated by exogenously providing the mean and standard deviation of 

travel time for air transportation. The latter is a multi-class equilibrium allocation by assigning different 

time values and travel time reliability values depending on the purpose of travel. 
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